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用  語  の  定  義 

 
 この防災計画における用語の定義は、次に定めるところによる。 

 

1 石 災 法 …… 石油コンビナート等災害防止法（昭和５０年法律第８４号）をいう。 

2 大 震 法 …… 大規模地震対策特別措置法（昭和５３年法律第７３号）をいう。 

3 施 行 令 …… 石油コンビナート等災害防止法施行令（昭和５１年５月３１日政令第  

１２９号）をいう。 

4 施 設 省 令 …… 石油コンビナート等における特定防災施設等及び防災組織等に関する省

令 （昭和５１年６月１２日自治省令第１７号）をいう。 

5 レ イ ア ウ ト 省 令 …… 石油コンビナート等特別防災区域における新設事業所等の施設地区の 

配置等に関する省令（昭和５１年６月１２日通商産業省・自治省令第１号）

をいう。 

6 防 災 本 部 …… 石災法第２７条第１項の規定に基づき設置された千葉県石油コンビナー

ト等防災本部をいう。 

7 現 地 本 部 …… 石災法第29条第1項の規定に基づき設置する千葉県石油コンビナート 

等現地防災本部をいう。 

8 防 災 計 画 …… 石災法第31条第1項の規定に基づき作成した千葉県石油コンビナート 

等防災計画をいう。 

9 特 別 防 災 区 域 …… 石災法第２条第２号に定める石油コンビナート等特別防災区域をいう。 

10 防 災 関 係 機 関 等 …… 石災法第２７条第３項第４号に規定する機関をいう。 

11 防 災 関 係 機 関 …… 防災関係機関等から特定事業所を除いたものをいう。 

12 特 定 事 業 所 …… 石災法第２条第４号及び第５号に定める第１種事業所、第２種事業所を  

いう。 

13 そ の 他 事 業 所 …… 特別防災区域内に所在する特定事業所以外の事業所をいう。 

14 特 定 事 業 所 等 …… 特定事業所及びその他事業所をいう。 

15 特 定 事 業 者 …… 石災法第２条第９号に定める第１種事業者、第２種事業者をいう。 

16 特別防災区域協議会 …… 石災法第２２条第１項に定める石油コンビナート等特別防災区域協議会

をいう。 

17 地 域 防 災 計 画 …… 災害対策基本法（昭和３６年１１月１５日法律第２２３号）第２条第  

１０号に定める計画をいう。 

18 災 害 対 策 本 部 …… 災害対策基本法第２３条第1項に定める災害対策本部をいう。 

19 強 化 地 域 …… 大震法第２条第４号に定める地震防災対策強化地域をいう。 

20 警 戒 宣 言 …… 大震法第２条第１３号に定める警戒宣言をいう。 

21 判 定 会 …… 気象庁長官が召集する地震防災対策強化地域判定会をいう。 

22 大容量泡放射システム …… 施行令第１３条第１項の大容量泡放水砲及び第３項の大容量泡放水砲用 

防災資機材等並びに第１４条第５項の大容量泡放水砲用泡消火薬剤をい

う。 

 


